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連結経営指標等 

  

 
(注) １.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２.潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

第２四半期連結
累計期間

第35期
第２四半期連結

累計期間

第34期
第２四半期連結

会計期間

第35期 
第２四半期連結

会計期間
第34期

会計期間

自 平成21年
   ４月１日
至 平成21年 

   ９月30日

自 平成22年
   ４月１日
至 平成22年 

   ９月30日

自 平成21年
   ７月１日
至 平成21年 

   ９月30日

自 平成22年
   ７月１日
至 平成22年 

   ９月30日

自 平成21年
   ４月１日
至 平成22年 

   ３月31日

売上高 (千円) 1,508,596 2,417,019 903,130 1,145,540 3,867,411

経常利益 
又は経常損失（△）

(千円) △149,704 147,457 △29,816 70,004 31,557

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △158,478 139,203 △33,784 64,238 5,731

純資産額 (千円) ― ― 4,648,956 4,856,103 4,761,519

総資産額 (千円) ― ― 7,338,180 7,647,402 7,329,082

１株当たり純資産額 (円) ― ― 600.54 627.38 615.08

１株当たり 
四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(円) △20.47 17.98 △4.36 8.29 0.74

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 63.4 63.5 65.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 283,871 182,047 ― ― 254,924

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △381,665 △89,786 ― ― △42,821

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 97,162 121,310 ― ― △251,953

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 634,952 822,796 610,028

従業員数 (名) ― ― 297 357 339
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

平成22年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

  

平成22年９月30日現在 

 
(注) １.従業員数は就業人員数であります。 

２.従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

３.臨時従業員は、パートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(名) 357

(2) 提出会社の状況

従業員数(名)
166

 (27)
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 当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 1.金額は販売価格によっております。 

 2.「前年同期比」は参考数値として記載しております。 

 3.金額は消費税等を含んでおりません。 

  

 当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 1.「前年同期比」は参考数値として記載しております。 

 2.金額は消費税等を含んでおりません。 

  

 当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 1.「前年同期比」は参考数値として記載しております。 

 2.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
 3.金額は消費税等を含んでおりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比(％)

 半導体 1,156,530 ＋57.4

 その他 27,083 △3.8

合計 1,183,613 ＋55.1

(2) 受注実績

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

 半導体 1,057,473 △8.3 1,216,975 ＋30.9

 その他 46,325 ＋7.5 23,112 ＋10.9

合計 1,103,799 △7.8 1,240,087 ＋30.4

(3) 販売実績

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

 半導体 1,096,530 ＋26.6

 その他 49,009 ＋31.3

合計 1,145,540 ＋26.8

相手先 前年同期(千円) 割合(％) 当第２四半期(千円) 割合(％)

Applied Materials,  Inc. 194,312 21.5 291,818 25.5

Taiｗan Semiconductor 
Manufacturing Co.,Ltd.

139,804 15.5 54,292 4.7
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 当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したもの

であります。 

  

 当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日～平成22年９月30日)におけるわが国経済は、中国

やインドなどの新興国を中心とした需要拡大等により緩やかな回復基調が続きましたが、欧米の景

気減速懸念や急激な円高の進行により、輸出関連企業を中心に業績下振れが懸念されるなど先行き

不透明な状況で推移しました。 

 当社グループの属する半導体業界におきましても受注、売上とも総じて好調だった第１四半期に

比べ、主要メモリーであるパソコン用ＤＲＡＭ価格が需給の悪化懸念から下落に転じるなど、事業

環境には変調の兆しが現れました。 

 このような環境下、半導体製造装置の中で消耗品として使われる当社グループ製品への引き合い

は、顧客の在庫調整の影響などから直近の四半期(４月～６月)と比較して７月～９月の受注高は175

百万円減少し1,103百万円(前年同期比7.8％減)となり、４月～９月では2,383百万円(同20.0％増)と

なりました。 

 ７月～９月の売上高も受注の減少や顧客の納期先送り要請などの影響から直近の四半期(４月～６

月)と比較して125百万円減少して1,145百万円(前年同期比26.8％増)となり、４月～９月では2,417

百万円(同60.2％増)となりました。 

 この結果、当第２四半期連結会計期間の営業利益は89百万円(前年同期は営業損失23百万円)、経

常利益は70百万円(前年同期は経常損失29百万円)、四半期純利益は64百万円(前年同期は四半期純損

失33百万円)となりました。 

 また、当第２四半期連結累計期間の営業利益は177百万円(前年同期は営業損失175百万円)、経常

利益は147百万円(前年同期は経常損失149百万円)、四半期純利益は139百万(前年同期は四半期純損

失158百万円)となりました。 

  

 セグメント別の受注高等は、次のとおりです。  

 なお、「前年同期比」は参考数値として記載しております。  

  

 当第２四半期連結会計期間における半導体事業の受注高は1,057百万円(前年同期比8.3％減)とな

り、受注残高は1,216百万円(同30.9％増)となりました。その他の事業の受注高は46百万円(同7.5％

増)となり、受注残高は23百万円(同10.9％増)となりました。 

 なお、当第２四半期連結累計期間の半導体事業の受注高は2,288百万円(前年同期比19.9％増)、そ

の他の事業の受注高は95百万円(同23.1％増)となっております。 

 当第２四半期連結会計期間の売上高は石英製品が827百万円(前年同期比42.5％増)、シリコン製品

が269百万円(同5.6％減)となり、半導体事業全体では1,096百万円(同26.6％増)となりました。セ

ル、テドラーなどの理化学機器は17百万円(同4.4％減)となり、その他の事業全体では49百万円(同

31.3％増)となりました。 

 また、当第２四半期連結累計期間の売上高は石英製品が1,679百万円(前年同期比83.0％増)、シリ

コン製品が642百万円(同24.7％増)となり、半導体事業全体では2,321百万円(同62.1％増)となりま

した。セル、テドラーなどの理化学機器は40百万円(同13.9％増)となり、その他の事業全体では95

百万円(同25.2％増)となりました。 

 損益面では当第２四半期連結会計期間の半導体事業の売上総利益は321百万円(前年同期比94.4％

増)、その他の事業では３百万円の損失(前年同期は売上総利益４百万円)となり、販売費及び一般管

理費を控除した全体での営業利益は89百万円(前年同期は営業損失23百万円)となりました。また、

当第２四半期連結累計期間の半導体事業の売上総利益は635百万円(前年同期比204.4％増)、その他

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析
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の事業では５百万円の損失(前年同期は売上総利益４百万円)となり、販売費及び一般管理費を控除

した全体での営業利益は177百万円(前年同期は営業損失175百万円)となりました。 

  

 当第２四半期連結会計期間末における資産合計は前連結会計年度末に比べ318百万円増加し7,647

百万円となりました。主な要因は、現金及び預金が195百万円、たな卸資産が202百万円、それぞれ

増加したこと等であります。  

 負債合計は前連結会計年度末に比べ223百万円増加し2,791百万円となりました。主な要因は、設

備関係支払手形が84百万円、長短借入金が130百万円増加したこと等であります。  

 純資産合計は前連結会計年度末に比べ94百万円増加し4,856百万円となりました。主な要因は為替

換算調整勘定が35百万円減少しましたが、利益剰余金が139百万円増加したことによります。  

  

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、当第１四半期連結会計期間末と比

べ96百万円減少し822百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益65百万円の計上、減価償却費

84百万円、売上債権の減少額43百万円、たな卸資産の増加額128百万円、仕入債務の増加額38百万円

などにより96百万円の収入（前年同期比27百万円の収入減）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出39百万円、定期預金の払戻に

よる収入96百万円、有形固定資産の取得による支出71百万円などにより９百万円の支出（前年同期

比235百万円の支出減）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少額41百万円、長期借入金の返済による

支出142百万円などにより187百万円の支出（前年同期比132百万円の支出増）となりました。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は27百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。 

  

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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(注) 大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場ととも

に、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取

引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)であります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,200,000

計 31,200,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 7,800,000 7,800,000
大阪証券取引所
(ＪＡＳＤＡＱ市場)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 7,800,000 7,800,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】
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平成22年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか当社所有の自己株式59,779株(0.76％)があります。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年７月１日～ 
 平成22年９月30日

─ 7,800,000 ─ 829,350 ─ 1,015,260

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ジ－エルサイエンス株式会社 東京都新宿区西新宿六丁目22番１号 5,084,000 65.17

テクノクオーツ従業員持株会 東京都新宿区西新宿五丁目１番14号 134,000 1.71

水 谷  智 東京都世田谷区 108,000 1.38

株式会社山形銀行 
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

山形県山形市七日町三丁目１番２号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

100,000 1.28

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 80,000 1.02

株式会社山口銀行 
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

山口県下関市竹崎町四丁目２番36号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

40,000 0.51

千 葉 喜 夫 千葉県松戸市 38,000 0.48

株式会社テセック 東京都東大和市上北台三丁目391番１号 35,000 0.44

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目11番１号 27,000 0.34

大 室  赳 福島県須賀川市 26,000 0.33

計 － 5,672,000 72.71
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平成22年９月30日現在 

 
(注) 1.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権１個)が含まれ

ております。 

2.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式779株が含まれております。 

  

平成22年９月30日現在 

 
  

(7) 【議決権の状況】

 ① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式     59,000

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  7,740,000 7,740 同上

単元未満株式 普通株式     1,000 ― ―

発行済株式総数 7,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 7,740 ―

 ② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
テクノクオーツ株式会社

東京都新宿区西新宿 
五丁目１番14号

59,000 ─ 59,000 0.75

計 ― 59,000 ─ 59,000 0.75
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(注) 1.最高・最低株価は、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであります。 

     2.大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とと

もに、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)であります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 385 405 400 400 394 348

最低(円) 350 385 385 362 319 325

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７

月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レビューを受けております。  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,216,496 1,021,128

受取手形及び売掛金 1,410,900 1,471,320

製品 309,899 192,647

仕掛品 403,119 417,712

原材料及び貯蔵品 524,564 424,402

その他 41,262 42,563

貸倒引当金 △4,229 △4,462

流動資産合計 3,902,013 3,565,313

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※ 1,348,397 ※ 1,381,225

機械装置及び運搬具（純額） ※ 988,815 ※ 961,526

土地 1,068,870 1,068,870

リース資産（純額） ※ 74,944 ※ 80,372

建設仮勘定 20,884 19,763

その他（純額） ※ 32,541 ※ 34,160

有形固定資産合計 3,534,453 3,545,918

無形固定資産 35,856 38,400

投資その他の資産

その他 176,162 194,709

貸倒引当金 △1,082 △15,260

投資その他の資産合計 175,080 179,449

固定資産合計 3,745,389 3,763,768

資産合計 7,647,402 7,329,082
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 364,889 380,340

短期借入金 842,232 789,600

リース債務 12,498 12,498

未払法人税等 7,342 11,135

賞与引当金 65,173 62,668

設備関係支払手形 99,914 －

その他 163,342 155,710

流動負債合計 1,555,393 1,411,954

固定負債

長期借入金 1,087,162 1,009,399

リース債務 70,035 76,285

退職給付引当金 65,922 44,918

役員退職慰労引当金 10,915 23,939

その他 1,868 1,066

固定負債合計 1,235,905 1,155,608

負債合計 2,791,299 2,567,562

純資産の部

株主資本

資本金 829,350 829,350

資本剰余金 1,015,260 1,015,260

利益剰余金 3,115,428 2,976,224

自己株式 △32,608 △32,275

株主資本合計 4,927,430 4,788,560

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,947 6,563

為替換算調整勘定 △69,380 △33,604

評価・換算差額等合計 △71,327 △27,040

純資産合計 4,856,103 4,761,519

負債純資産合計 7,647,402 7,329,082
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(2) 【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高 1,508,596 2,417,019

売上原価 1,295,172 1,787,143

売上総利益 213,424 629,875

販売費及び一般管理費

給料及び手当 100,407 105,378

賞与引当金繰入額 8,683 22,023

役員退職慰労引当金繰入額 3,651 4,080

退職給付費用 5,535 10,484

その他 270,797 310,691

販売費及び一般管理費合計 389,074 452,657

営業利益又は営業損失（△） △175,650 177,217

営業外収益

受取利息 780 1,347

受取配当金 650 941

為替差益 7,547 －

受取保険金 20,682 3,990

助成金収入 15,532 －

技術指導料 － 3,546

その他 1,229 2,187

営業外収益合計 46,421 12,012

営業外費用

支払利息 16,017 15,103

為替差損 － 14,556

売上割引 － 12,101

その他 4,458 10

営業外費用合計 20,475 41,772

経常利益又は経常損失（△） △149,704 147,457

特別利益

貸倒引当金戻入額 836 2,568

会員権売却益 － 1,000

特別利益合計 836 3,568

特別損失

固定資産除却損 2,361 3,596

投資有価証券評価損 － 2,663

割増退職金 3,142 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 762

その他 1,000 1,700

特別損失合計 6,503 8,721

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△） △155,372 142,304

法人税、住民税及び事業税 3,262 3,222

法人税等調整額 △155 △120

法人税等合計 3,106 3,101

少数株主損益調整前四半期純利益 － 139,203

四半期純利益又は四半期純損失（△） △158,478 139,203
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高 903,130 1,145,540

売上原価 733,179 828,214

売上総利益 169,950 317,325

販売費及び一般管理費

給料及び手当 49,830 53,305

賞与引当金繰入額 4,412 10,939

役員退職慰労引当金繰入額 1,718 2,361

退職給付費用 1,106 3,686

その他 136,832 157,841

販売費及び一般管理費合計 193,900 228,133

営業利益又は営業損失（△） △23,949 89,191

営業外収益

受取利息 458 1,187

受取配当金 190 331

受取保険金 546 3,990

助成金収入 13,267 －

技術指導料 － 1,897

その他 598 531

営業外収益合計 15,062 7,938

営業外費用

支払利息 7,951 8,624

為替差損 9,066 13,242

その他 3,910 5,258

営業外費用合計 20,929 27,125

経常利益又は経常損失（△） △29,816 70,004

特別利益

貸倒引当金戻入額 836 2,568

会員権売却益 － 1,000

特別利益合計 836 3,568

特別損失

固定資産除却損 2,311 3,420

投資有価証券評価損 － 2,663

その他 1,000 1,700

特別損失合計 3,311 7,784

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△32,292 65,788

法人税、住民税及び事業税 1,570 1,611

法人税等調整額 △77 △60

法人税等合計 1,492 1,550

少数株主損益調整前四半期純利益 － 64,238

四半期純利益又は四半期純損失（△） △33,784 64,238
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△155,372 142,304

減価償却費 170,180 165,955

貸倒引当金の増減額（△は減少） △795 △14,410

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,146 2,505

退職給付引当金の増減額（△は減少） △244 21,004

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,491 △13,023

受取利息及び受取配当金 △1,430 △2,288

支払利息 16,017 15,103

為替差損益（△は益） △8,998 6,548

割増退職金 3,142 －

会員権売却損益（△は益） － △1,000

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,663

固定資産除却損 2,361 3,596

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 762

売上債権の増減額（△は増加） △5,586 55,287

たな卸資産の増減額（△は増加） 210,574 △211,659

仕入債務の増減額（△は減少） 10,705 2,581

その他 85,023 25,457

小計 308,939 201,386

利息及び配当金の受取額 864 2,141

利息の支払額 △16,060 △15,045

割増退職金の支払額 △3,142 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △6,729 △6,435

営業活動によるキャッシュ・フロー 283,871 182,047

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △379,100 △78,600

定期預金の払戻による収入 48,000 96,000

有形固定資産の取得による支出 △79,582 △101,621

無形固定資産の取得による支出 △131 －

投資有価証券の取得による支出 △1,000 △10,081

貸付金の回収による収入 325 445

その他 29,825 4,070

投資活動によるキャッシュ・フロー △381,665 △89,786
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 176,332 △1,200

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △72,557 △170,158

自己株式の取得による支出 － △332

リース債務の返済による支出 △6,249 △6,249

配当金の支払額 △363 △749

財務活動によるキャッシュ・フロー 97,162 121,310

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,766 △803

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,398 212,768

現金及び現金同等物の期首残高 640,351 610,028

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 634,952 ※ 822,796
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

 
  

【継続企業の前提に関する注記】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号

平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20

年３月31日)を適用しています。 

  これによる損益に与える影響及び当会計基準の適用開始による資産除去債務の変動額は軽微であります。

２．有価証券の評価基準及び評価方法の変更

その他有価証券の評価方法については、従来、総平均法によっておりましたが、当連結会計年度の第１四半

期連結会計期間より、移動平均法に変更しております。 

  この変更は、有価証券売却による売却損益の把握をより迅速かつ適切に行うことを目的としたものでありま

す。 

  これによる損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

１．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しておりま

す。

２．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「技術指導料」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前

第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「技術指導料」は264千円であります。

３．前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「売上割引」は、営業外費用総

額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第

２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「売上割引」は1,734千円であります。

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

    前第２四半期連結会計期間において、流動負債の「支払手形及び買掛金」に含めていた「設備関係支払手

形」は、負債及び純資産の総額の100分の１を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記すること

としております。なお、前第２四半期連結会計期間の流動負債の「支払手形及び買掛金」に含めていた「設備

関係支払手形」は2,594千円であります。

(四半期連結損益計算書関係)

１．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しておりま

す。

２．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「技術指導料」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前

第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「技術指導料」は228千円であります。
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当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

する方法によっております。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成に特有な会計処理】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(退職給付会計)

    当社は従来、退職給付制度として適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成22年８月に同適格退職年

金を解約し、平成22年10月より中小企業退職金共済制度及び退職一時金制度との併用に移行することとし、現

在、移行手続中であります。 

 なお、この退職給付制度移行に関しては、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）の適用を予定しております。
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額  4,181,500千円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額  4,091,910千円

(四半期連結損益計算書関係)

 前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

 前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)及び当第２四半期連結会

計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,433,652千円

   計 1,433,652千円

預入期間が３か月超の定期預金  △798,700千円

現金及び現金同等物 634,952千円
 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,216,496千円

   計 1,216,496千円

預入期間が３か月超の定期預金 △393,700千円

現金及び現金同等物 822,796千円
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当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年９月30日) 
  
１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
    

 該当事項はありません。 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 
    

 該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,800,000

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 59,779
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当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係)

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)
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 前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める半導体事業の割合が、いずれも90％を超え

ているため、記載を省略しております。 

  

  

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

 

 

 

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

 

 

 

 
  

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

日本
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 901,058 2,072 903,130 ─ 903,130

(2) セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ 102,949 102,949 (102,949) ─

計 901,058 105,021 1,006,080 (102,949) 903,130

営業利益又は営業損失(△) 28,695 △33,717 △5,021 (18,927) △23,949

(注) 1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……中国

日本
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 1,506,158 2,437 1,508,596 ─ 1,508,596

(2) セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ 161,839 161,839 (161,839) ─

計 1,506,158 164,277 1,670,435 (161,839) 1,508,596

営業損失(△) △97,889 △72,341 △170,231 (5,418) △175,650

(注) 1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……中国
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前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

 

 

 

 

 

 

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

 

 

 

 

 

 

 
  

【海外売上高】

アメリカ アジア 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 196,557 157,912 354,469

Ⅱ 連結売上高(千円) ─ ─ 903,130

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

21.8 17.5 39.3

(注) 1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2.第１四半期連結会計期間より、表示上の重要性が増したため、前連結会計年度まで「その他の地域」
と表示していたものを「アジア」に変更しております。なお、「アジア」に含めて表示している主な
国に変更はありません。

3.本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アメリカ

(2) アジア……シンガポール、台湾、中国

4.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

アメリカ アジア 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 254,932 346,921 601,853

Ⅱ 連結売上高(千円) ─ ─ 1,508,596

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

16.9 23.0 39.9

(注) 1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2.第１四半期連結会計期間より、表示上の重要性が増したため、前連結会計年度まで「その他の地域」
と表示していたものを「アジア」に変更しております。なお、「アジア」に含めて表示している主な
国に変更はありません。

3.本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アメリカ

(2) アジア……シンガポール、台湾、中国

4.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(追加情報) 

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計

基準第17号  平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの取扱い製品で、それぞれ独立した財務情報の入手が

可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定や業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

当社グループの事業内容は、半導体製造工程の前工程において、半導体製造装置内で使用される消耗品

の製造とその販売であります。当該製品の売上高は全売上高の９割以上を占めているため、半導体事業を

報告セグメントとしております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 
(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、理化学機器等の製造・販売等を

含んでおります。 

2.セグメント利益又は損失の調整額は、販売費及び一般管理費であります。 

3.セグメント利益又は損失の調整額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 
(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、理化学機器等の製造・販売等を

含んでおります。 

2.セグメント利益又は損失の調整額は、販売費及び一般管理費であります。 

3.セグメント利益又は損失の調整額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他  
(注１)

合計
調整額  
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額半導体 計

売上高

  外部顧客への売上高 2,321,551 2,321,551 95,468 2,417,019 ─ 2,417,019

計 2,321,551 2,321,551 95,468 2,417,019 ─ 2,417,019

セグメント利益又は損失(△) 635,470 635,470 △5,595 629,875 △452,657 177,217

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他  
(注１)

合計
調整額  
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額半導体 計

売上高

  外部顧客への売上高 1,096,530 1,096,530 49,009 1,145,540 ─ 1,145,540

計 1,096,530 1,096,530 49,009 1,145,540 ─ 1,145,540

セグメント利益又は損失(△) 321,104 321,104 △3,779 317,325 △228,133 89,191
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第２四半期連結累計期間 

  

 
(注) 1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

2.１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

(１株当たり情報)

１ １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

627.38円 615.08円

２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 20.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 円

１株当たり四半期純利益 17.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 円

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円)

△158,478 139,203

普通株式に係る
四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円)

△158,478 139,203

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 7,741,200 7,741,125
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第２四半期連結会計期間 

  

 
(注) 1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

2.１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

  
該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 4.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 円

１株当たり四半期純利益 8.29円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 円

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円)

△33,784 64,238

普通株式に係る
四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円)

△33,784 64,238

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 7,741,200 7,741,051

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年11月６日

テクノクオーツ株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテ

クノクオーツ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクノクオーツ株式会社及び連結子会社の

平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  木  間  久  幸   

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岡     賢  治   

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



平成22年11月８日

テクノクオーツ株式会社 

取締役会 御中 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテ

クノクオーツ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクノクオーツ株式会社及び連結子会社の

平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績及び第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  木  間  久  幸   

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岡     賢  治   

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


